
一般質問 第2回定例会の主な質問内容は次のとおりです。
なお質問の詳細は、熊本市議会ホームページの会議録等をご覧ください。

くまもと市議会だより ● 令和3年（2021年）9月 第39号2 くまもと市議会だより ● 令和3年（2021年）９月 第39号 3

齊藤　　博議員

自
民
党

障害者施設への制度の周知徹底方法や、登録名簿の
運用改善、庁内等への制度の周知が必要ではないか。

施設及び庁内に対する制度の周知を行っていくととも
に、登録名簿への登録希望者が増えるよう手続の簡素
化などの改善を図っていく。

質
問
1

答
弁

障害者優先調達推進法（※１）への取り組みについて
一部に、サービス供給量が需要にお応えできていない現
状をどうとらえているのか。また、総量規制の考え方は。

市全体でサービス供給量は確保できているが、
今年度から総量規制枠を市単位から区単位に
変え、地域偏在の解消に取り組んでいる。

質
問
２

答
弁

児童発達支援、放課後デイサービスの課題

浜田　大介議員

公
明
党

本市が提供するWeb画面やアプリについて、もっと高齢
利用者・障がい者への配慮した作りとすべきではないか。

高齢者や障がい者の方への配慮について工夫、研究
していくとともに、利用環境の向上に取り組んでいく。 

質
問
1

答
弁

高齢者などに配慮したWeb画面やアプリについて
接種会場への移動が難しい方には、訪問接種など、希望す
る人を一人も取り残さない取り組みが必要ではないか。

一部訪問診療医による在宅での接種も行われていると
ころであり、他都市の先行事例などを参考に、様々な対
策を講じていきたい。

質
問
２

答
弁

希望する全ての方へのワクチン接種について

山内　勝志議員

市
民
連
合

自宅療養中の病状急変に備え、クリニックや訪問看護事業
所に委託し、往診や巡回などを行う体制を整えてほしい。

医療機関による自宅療養者等への訪問診療も開始した
ところであり、委託契約に基づく訪問診療等も、他都市
等を参考に検討したい。

質
問
1

答
弁

新型コロナで自宅療養する際の医療の提供
コロナ禍で苦しむ介護事業所に財政支援や抜本的な人材
不足対策を行い、介護現場の弱体化を防ぐ必要がある。

経営支援は報酬改定の効果をみながら必要と判断され
る場合、国に要望する。介護人材の確保に向け、多角的
な取り組みを推進する。

質
問
２

答
弁

コロナ禍における介護事業所への経営支援

落水　清弘議員

熊
本
自
民

コロナ死0名の子ども達へは、正式な治験がされていない
ワクチンの接種と『集団接種』は、絶対に止めてください!!

ワクチンは国において薬事承認され、安全性
等は確認されたものと認識。副反応等の正し
い情報を分かりやすく提供することが必要。 

質
問
1

答
弁

子どもへのコロナワクチン接種は止めて頂きたい!
世界各国でコロナ治療薬に認められ、厚労大臣も医師の判断
で適応外使用可としたイベルメクチンを市民病院で使用可に。

治療薬として現在承認されておらず、治療薬の選択はエビデン
スに基づき主治医の適切な判断で行われるべきものと認識し
ている。

質
問
２

答
弁

治療薬イベルメクチンの、2月の国会答弁について

上野美恵子議員

共
産
党

子どもの均等割をなくし、政令一高い保険料は引き下げを。
病院で医療費が全額支払いの資格証明書は廃止を。

均等割軽減は国へ今後も要望するが、保険料引き下げ
はコロナ禍で困難である。資格証明書は受益者負担の
公平性を図るため交付する。 

質
問
1

答
弁

国民健康保険料の負担軽減と制度の改善を
公共施設・学校などに、誰でも利用できる無料生理用
品を、トイレットペーパーと同じように配置してほしい。

公共施設は災害備蓄を活用し、区福祉課や民間支援団
体を通して配布する。学校では保健室で手渡している。
トイレへの設置は今後検討する。

質
問
２

答
弁

「生理の貧困」解消へ、幅広く無償配布を

北川　　哉議員

無
所
属
議
員

医療非常事態宣言発出に対し、過去の感染者数を踏ま
え、必要な感染症病床数と今後の病床確保の対策は。

本市の確保病床数は、6月1日時点で182床まで増床
したところ。今後も、引き続き県と連携したさらなる病
床確保に努める。 

質
問
1

答
弁

医療非常事態宣言発出防止の必要病床数
市政運営に貢献しているPTAと町内自治会は、加入啓
発や必要性の認識に差が生じている。今後の対応は。

学校の便りや教育委員会の広報誌でPTAの意義
の周知に取り組み、魅力的で参加しやすい組織づ
くりを積極的に支援していく。

質
問
２

答
弁

PTA任意加入と自治会加入について

伊藤　和仁議員

公
明
党

市営団地の入居率をどのように向上させていこうと検討
しているのか。共益費の補助の基準も検討が必要では。

共益費の負担増とならないよう、若年層や単身世帯への
入居要件緩和などの取り組みを進め、入居率向上に取り
組んでいく。 

質
問
1

答
弁

市営団地の入居率向上と共益費について
地域猫活動（※２）を今後どのように普及啓発していくのか。
さらに保護団体と連携支援をしていく必要があるのでは。

活動の様子や成果をホームページなどで広く
発信していく。また動物保護団体と情報共有な
どを行い、連携・協力を今後も行っていく。

質
問
２

答
弁

地域猫適正管理推進事業の今後の展開

吉田　健一議員

公
明
党

住宅管理センターによる市民への不適切な対応の改善
指導や、民間委託の公募方法の見直しが必要では。

指導を徹底し、再発防止策を確実に実施させる。選考は
市の指針により実施するが、公募への参加条件等につい
ては検討していく。 

質
問
1

答
弁

市営住宅の管理の改善について
SDGｓの推進として本市ごみ分別アプリの利用・
周知に繋がる取り組みは検討されているのか。

小中学生に対するごみ分別アプリの活用や、イン
センティブの付与も含めて若い世代との効果的
な連携に努める。 

質
問
２

答
弁

ごみ分別アプリの利活用の推進

島津　哲也議員

市
民
連
合

基本計画素案で検討中の附属中学校新設における学科
コースなどの問題や、校長などの外部登用の方向性は。

少人数クラスによる探究的な学びとグローバル教育
を推進するとともに、校長に限らず広く適任者を探し
て外部登用を行っていく。 

質
問
1

答
弁

市立高等学校・専門学校改革基本計画の課題
トラブルが長期化し納得されない場合、市長と教育長
が出席する熊本市総合教育会議で論議しないのか。

総合教育会議で個別事案の議論は難しい。第三者の
意見を踏まえるなど、初動段階から行き違いなどが生
じない対応を大切にしていく。

質
問
２

答
弁

学校でのトラブルに対する教育委員会の対応

光永　邦保議員

熊
本
自
民

議会と市長（執行部）の「相互信頼による連携」と
「適度な緊張関係」をどのように保っていくのか。

議会に対し丁寧な説明や意見交換を行い、議論を
深めるとともに、緊張感をもった市政運営に努める
ことが重要であると考えている。

質
問
1

答
弁

地方自治における二元代表制の在り方
本市の平和教育において、教科書だけでなく副教材のよ
うなものを用意するなど、独自の取り組みはできないか。

市独自の副教材を導入しなくても、平和教育の材
料は豊富にある。例えば、地域学習の一環で自衛
隊施設へ訪問なども考えられる。

質
問
２

答
弁

平和主義と平和教育の在り方について

平江　　透議員

熊
本
自
民

本市の森林のうち、林業経営に適した森林とそうでない
森林、所有者が特定できない森林はどの程度あるか。

現時点では、林業経営に適した森林の詳細は把握できて
いない。所有者が特定できない森林は、森林所有者の３
割程度と考えている。

質
問
1

答
弁

本市における所有者不明の森林について
アサリなど貝類の漁獲量増加に向けた方策と、それを踏
まえたアサリ・ハマグリのブランド化への取り組みは。

干潟環境の改善など資源回復対策を実施するとともに、
資源回復に合わせてプロモーションを展開しブランド化
を推進する。 

質
問
２

答
弁

有明海における本市の水産業について

山本　浩之議員

熊
本
自
民

雇用支援策をはじめ、企業の過剰債務など新たな懸念
材料も深刻化している。今後の経済対策の見解は。

感染が落ち着いた段階で、消費喚起策に迅速に取り組
む。また、今後とも、本市独自の支援策のさらなる充実・
強化を図っていく。 

質
問
1

答
弁

新型コロナウイルスへの経済対策について
熊本競輪事業懇談会（※３）から再建を容認する報告書が提
出されている。熊本競輪場の再建に向けた市長の決意は。

再建に向けては、地域防災、地域コミュニティ
機能の強化を図り、懇談会で示された令和6
年度の競輪競技開催を目指し取り組む。

質
問
２

答
弁

早急な熊本競輪場の再建を

古川　智子議員

自
民
党

熊本地震後使用不可となった小島河川防災センターを
防災拠点として活用すべき。活用計画と市長の見解は。

小島河川防災センターは、地域における重要な防災拠
点であるため、早期に活用できるよう関係機関などと協
議していく。

質
問
1

答
弁

小島河川防災センターの活用について
健康面のリスクなどから、ワクチンを希望しない人への
強制的な接種や差別などを防止する対策が必要では。

ワクチン接種はあくまで任意であることから、様々な
機会や広報手段を通じて、市民の皆様に対する啓発
や積極的な情報発信を行う。

質
問
２

答
弁

ワクチン接種に関する差別防止の対策を

おしえて
ひごまる

障害者優先調達推進法（※1） ・・・障害者就労施設で就労する障害者や在宅で就業する障害者の経済面の自立を進めるため、国や地方公共団体など
が、物品やサービスを調達する際、障害者就労施設などから優先的・積極的に購入することを推進するために制定。

地域猫活動（※2） ・・・・・・・・・・・・・・・特定の飼い主がいない猫について、餌の管理やふん尿の処理、不妊去勢手術を行うなど地域のルールに基づいて適
切に飼育管理し、これ以上数を増やさずに地域の生活環境の維持向上を図るための活動のこと。

熊本競輪事業懇談会（※3） ・・・・・ 競輪場再建に向けた基本設計を進める中で、再建費用が当初想定より大幅に増高したため、改めて競輪事業のあり
方や再建に要する費用面の課題を整理・検討するために設置した外部有識者による懇談会。

※新型コロナウイルス感染症への取り組みとして、壇上にアクリル板を設置するとともに、マスク着用の上、質問を行いました。

令和3年 第２回定例会の概要 会期19日間６/7～6/25

● 6月7日 本会議
・開会　・提案理由説明

市長提出議案　    58件 ・・・・・・
・・・・・・議員提出議案　     7件

請　　　　願　     1件

原案どおり可決58件、否決0件
原案どおり可決3件、否決4件

・・・・・・ 不採択

● 6月9日～11日、14日～15日　本会議
・一般質問（5日間）

・副委員長選挙

・分科会長報告、締めくくり質疑、表決

● 6月9日 予算決算委員会

● 6月17日 予算決算委員会分科会、部門別常任委員会
● 6月23日 予算決算委員会

・委員長報告　・質疑、討論、表決　・閉会
● 6月25日 本会議

6月15日 大都市税財政制度・都市問題等特別委員会
6月14日 議会運営委員会

6月２３日 議会運営委員会、議会広報委員会、議会活性化検討会

提出議案と議決結果

○令和３年度熊本市一般会計補正予算

○くまもと森都心プラザ条例の一部改正について

総額 48億1,863万円

●…衛生費  　●…民生費 　 ●…商工費 　 ●…土木費

主な議案の概要

＜新型コロナウイルス関連分の主な内容＞
●新型コロナウイルスワクチン接種経費（医療従事者確保等）・・・・・・・12億6,118万円　
●新型コロナウイルスワクチン接種経費（集団接種体制整備等）・・・・10億4,692万円
●新型コロナウイルスワクチン接種経費（接種体制の拡充等）・・・・・・・・8億7,230万円
●新型コロナウイルス感染症による生活困窮者自立支援金支給事業・・・・・4億5,900万円
●営業時間短縮要請に伴う事業者支援経費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3億6,243万円
●抗原検査実施経費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3億6,000万円

＜通常分の主な内容＞
●児童手当システム改修経費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・8,500万円
●熊本駅西土地区画整理事業地内地質調査経費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5,000万円

くまもと森都心プラザが行う事業を追加するとともに、施設等の使用料の
改定等をするため。
＜施行日＞　令和４年（２０２２年）４月１日

締めくくり質疑（6月23日）

予算決算委員会の審査概要 全議員で構成する当委員会で、令和3年度補正予算及び関連議案について審査を行いました。
質疑の詳細は、熊本市議会ホームページの会議録等をご覧ください。

可決された意見書 市議会では、国会または関係行政庁に意見書を提出することで、議会としての意思を
表明します。第2回定例会では、3件の意見書が可決（内2件が全会一致）されました。

発議第6号
発議第7号
発議第8号

令和3年度熊本市一般会計補正予算
●戦略的モニタリング調査経費について

県境を越えた移動者に対する陽性者の早期発見や感染拡大防止のため
のＰＣＲ検査という目的に沿った確実な実行と、熊本空港での実施に向け
て県と連携を図っていただきたい。

熊本市都市公園条例の一部改正について
●辛島及び花畑公園への指定管理者制度導入ならびに使用料について

都市公園において、広場や階段など市民が休息の場として利用できる部分も
使用料が発生する占有使用の対象とし、市民の自由な利用を妨げる公園管
理の在り方は都市公園の設置目的に反するのではないか。

和解の成立について
●損害賠償請求事件に関する和解について

一度裁判になると原告と被告が直接会話する事は一切なくなるため、分断が
より深刻になってしまう。いじめ再発防止と関係修復のため、和解成立後に
謝罪と対話の場の設定を。

地方消費者行政に対する財政支援の継続・拡充を求める意見書について

※発議第６～７号は、
　全会一致で可決されました。

生理の貧困への対応策を求める意見書について

感染症拡大時にも揺るがない強靭な一億総活躍社会の実現を求める意見書について

ひとたび


